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2.b-3.1 はじめに

IPCCの第三次報告書によると ，地球全体の陸上生態

系の炭素シンクとしての機能は，1980年代（0.2PgC
 

yr の吸収）に比べて1990年代（1.4PgC yr の吸収）

に入って大幅に増大した．これは主に気候変動にその要

因があると考えられており ，気候変動に伴って陸上生

態系の生態系純生産量（Net ecosystem production：

NEP）がどのように変化するかを理解することは，地球

規模での炭素循環に対する陸上生態系の役割を知る上で

非常に重要である．

陸上生態系の炭素吸収は生産者の光合成の結果であ

り，葉や植物体の正味の光合成量を土地面積あたりで表

す場合には，これを純一次生産（Net primary produc-

tion：NPP）と呼ぶ．1960年代から70年代の初めにかけ

て，陸上生態系だけでなく，海洋・湖沼などの地球上の

様々な場所でNPPの測定に対して強い関心が持たれ，

その定量化が行われた ．これは「人類の福祉と生産力の

生物学的基礎」をその総括的な研究課題とする国際生物

学事業計画（略称IBP）の実施と密接に関係していた．

日本でもこの時代に，様々な陸上生態系の物質生産に関

する膨大なデータの蓄積がある ．その後やや下火に

なった物質生産の研究は，1990年にIPCC第一次報告

書 が提出されてから，再びその重要性を増してきた．こ

の報告書では化石燃料の使用によって大気中に放出され

るCO の約30％が行方不明とされた．このミッシング・

シンクの探索のために，微気象学的な渦相関法に基づく，

陸上生態系と大気のCO 交換量（Net ecosystem
 

exchange：NEE）ついての研究（2.b-4.参照）が1990

年代に入ってから爆発的に発展した ．陸上生態系の中

でも草原生態系は，一般的に一年以内にすべての地上部

が枯死する，放牧を含む消費者による被食量が大きいな

ど，森林生態系とは大きく異なった特徴を持つ ．そのた

め，本稿では森林生態系のNPPの測定手法について取

り扱う．特に森林生態系において，植物の成長と枯死を

野外でどのように定量的に測定するのか，また渦相関法

によるタワーフラックス観測との連携を視野に入れて，

生態学的な手法にどのような問題点があるかについて整
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Net primary production(NPP)is defined as the total new organic matter produced during a specified interval.

I examine how forest NPP can be estimated based on field measurements,and how field NPP measurements can
 

be used to complement eddy covariance based studies of whole-forest CO flux.
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２章 個体・環境の測定

２．個体から群落スケールのCO ガス交換
b．群落の物質生産

b-3．森林生態系の純一次生産量の測定手法

森林生態系において，植物の成長と枯死を野外でどのように定量的に測定するのか，また渦相関法に

よるタワーフラックス観測との連携を視野に入れて，生態学的な方法にどのような問題点があるのか

について整理した．
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理する．

2.b-3.2 野外での純一次生産量の推定

純一次生産（NPP）とは，単位面積当たりの真の光合

成速度の総量（総生産，Gross primary production：

GPP）から呼吸速度を差し引いたものである．しかしな

がら，森林生態系において野外で両者を測定し，この差

異からNPPを求めることは現段階では不可能である．

野外で森林のGPPを直接的に求めることは難しく，ま

た生産者の呼吸量の生態系レベルでの総量を求めること

にもいまだに相当の不確実性がある．このため野外で測

定する場合には，「ある特定の期間内に新たに生産された

有機物の総量」とNPPを定義する．このNPPの構成要

素を概念的に整理することは比較的簡単である（図

1a)．しかしながら，実際には測定期間内にそれぞれの

プールからの移動（被植，分解，死亡，転流など）があ

るため，ある期間内に生産された有機物量をすべての構

成要素において直接的に測定することは不可能である．

このためNPPの野外での実際の推定は，様々な仮定を

おいた上で，構成要素のうちのいくつかの測定に基づい

たものとなる．Clark et al.は，NPP（期間内に生産さ

れたすべての有機物）の真値に対して，野外での測定に

基づく操作上の推定値をNPP として定義した（図

1b）．NPP はある期間内における，図1bに含まれるす

べての構成要素の合計であり，基本的には以下の二つか

らなる．

１)生きた植物によって，ある期間の終わりに保持され

ている新しい有機物の総量

２)同じ期間にその植物によって生産されて失われた有

機物の総量

NPP の精度（どこまでNPPに近づけるか）は，どれ

だけの構成要素をどれだけの精度で測定できるかにか

かっているが，森林生態系ですべての構成要素を野外で

測定することは，現状ではほぼ不可能である．図1bの構

成要素の中で，地上部のバイオマス純増加量とリター

フォールの二つの要素を測定することが一般的には一番

多く，両者の和が地上部NPP（ANPP）とみなされる．

地下部のNPPは無視されるか，地上部との理論的な比

率から計算される場合が多いが，実際には非常に大きな

値であり，その推定はNPP の精度に大きく影響する．

NPP のすべての構成要素（特に地下部の要素）に対し

て，正確な推定のための実際的あるいは理論的な挑戦が

現在でも続いており，今現在行われている方法について

具体的な調査例を紹介しながら解説する．

2.b-3.2.1 地上部のNPP

2.b-3.2.1.1 地上部の林分増加量

地上部の林分増加量は，永久方形区を用いてある間隔

森林生態系の純一次生産量120

図1：Clark et al.によって定義された，森林生態系におけるNPP（a，期間内に生産されたすべての有機物）と，野外での測定
に基づく操作上の推定値であるNPP（b）の構成要素．NPP はある期間内におけるすべての構成要素の合計であり，生きた植
物によって，ある期間の終わりに保持されている新しい有機物の総量と，同じ期間にその植物によって生産されて失われた有機物
の総量の二つの部分からなる．Clark et alから改訂．



（通常は１年以上）をおいて森林のバイオマスを２回以上

推定することによって評価することになる．年輪が形成

される温帯や亜寒帯の森林生態系では，樹幹解析や年輪

解析などによって複数のサンプル木の過去の成長を推定

して，１回の毎木調査から林分全体の地上部バイオマス

の増加量を推定する方法も従来用いられてきた（木村に

詳しい) ．Ohtsuka et al. は，岐阜大学・流域圏科学

研究センターのカンバとミズナラを中心とする冷温帯落

葉広葉樹林（高山サイト）において，地上部の林分増加

量を評価する方法を比較検討した．高山サイトでは複数

の種が優占しており，少数のサンプル木では種特異的な

成長パターンを評価できないこと，１回の調査では過去

の枯死木を評価できないことなどの理由から樹幹解析や

年輪解析の方法は，自然の二次林では適さないことを報

告している．後述するように生態系のNEPを評価する

ための森林全体のフラックス測定との連携を考えた場合

には，温帯の森林でも永久方形区を用いて生残と成長の

調査を継続的に行なうことが不可欠である．

森林内に永久方形区を設置して全個体（幹）について

の毎木調査を行なった場合，森林全体の地上部バイオマ

スは，胸高直径（DBH）と樹木の乾燥重量との相対成長

関係式から推定することになる．サイト特異的な相対成

長式をつくることはバイオマスの推定において最も重要

なプロセスの一つである．高山サイトでは，方形区周辺

から24本のサンプル木を伐採して相対成長関係式を作

成した（図2）．この調査では24本のうち，７本について

は地下部の主要な太根も掘り出して乾燥重量を求め，

DBHと太根のバイオマスの相対成長関係式も求めてい

る．これは後述する太根のNPPの推定に用いることが

出来る．

log W ＝2.334logD－0.946r＝0.98，n＝24 (1)

log W ＝1.977logD－1.074r＝0.92，n＝7 (2)

W ：地上部乾燥重量（kg葉を除く），W ：太根の乾燥重

量（kg），D：胸高直径（cm）

最大直径に相当するような大径木をサンプリングする

ことはバイオマス推定において非常に重要であるが，現

実的にはこのようなサンプルの処理は極端に労力がかか

る．なお図２の地上部バイオマスには葉の重さは含まれ

ていないことに注意する必要がある．落葉樹林では，必

ず葉の量を除いた相対成長関係式を用いてバイオマスを

推定する．なぜなら，後述するようにリタートラップに

よる枯死・脱落量と地上部バイオマスの増加量とで，葉

の生産量を２回加えてしまう可能性があるからである．

永久方形区内のすべての樹木の直径を，ある期間をお

いて２回以上測定すれば，林分増加量の推定が可能とな

る．ただし，稚樹等を含めてすべての個体を調査するこ

とは労力がかかるので，直径成長を測定する最小サイズ

を設定することが多い．最小の直径サイズは，そのサイ

トの樹木の密度やサイズクラスなどの群落構造に依存す

るが，高山サイトではDBH≧5cmの成長を測定してい

る．この森林では，樹高が1.3m以上で直径が5cm以下

の幹数密度は方形区全体の25％以上を占めるが，年間の

地上部の林分増加量としての寄与は５％以下であっ

た ．また，実際の樹木の成長は年に数mm程度であり

（図3) ，直径の測定には最新の注意が必要である．野外

の測定では枯死していない個体でも直径成長がマイナス

になる場合がある．樹勢の弱った個体では，実際に直径

が減少する場合もあるが，測定位置や測定者の癖などに

も注意する必要があるだろう．少なくとも，測定場所の

幹周囲をペンキ等で丁寧にマーキングした上で，適切な

測定時期を選定すること，また測定誤差を少なくするた

めに金属製でなるべく幅の狭いメジャーを使うほうが良

い．

永久方形区を用いた毎木調査と，相対成長関係式を用

いた地上部の林分増加量の推定には二つのアプローチが

ある（図4)．樹木の枯死と新規加入（期間内に成長して

最小直径に到達する個体）についての扱いが異なってい

るが，二つのアプローチは基本的に同じものである．ア

プローチ１ではすべての個体の生残と成長を追ってお

り，それぞれの個体の測定期間の最初（t）と最後（t）

のバイオマス推定値の差によって各個体の成長を計算す

る．これは期間内に生存していた，すべての個体の成長

量の合計である．期間内に死亡する個体がある場合，そ
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図2：高山サイトによる，サンプル木の胸高直径（DBH，cm）
と乾燥重量（kg）との間の相対成長関係．この調査では毎木
調査のための永久方形区周辺から24本のサンプル木を伐採
して，胸高直径と地上部幹枝バイオマス（葉のバイオマスは含
まれていない）との相対成長関係を求めた（a）．また24本の
うち，７本については地下部の主要な太根も掘り出して，
DBHと太根のバイオマスの相対成長関係式も求めた（b）．



の個体は期間内の増分は０とみなし増加量の計算には入

れていない．また新規加入の評価も必要である．新規加

入個体の調査期間前のバイオマスは最小サイズ（例えば

DBH＝5cm）の樹木バイオマスと等しいとみなし，それ

と期間後のバイオマスとの差異を成長量とみなして，全

個体の成長量の合計に加える．

アプローチ２では，各個体の成長を追うのではなく，

期間の最後（t）のバイオマスから期間の最初（t）のバ

イオマスを差し引き，樹木の枯死と新規加入による補正

を行う．枯死の補正は，期間中に死んだ個体のネクロマ

スを期間の最初のバイオマスと等しいと仮定し，バイオ

マスの純変化に足してやる．さらに新規加入の補正のた

めに，新規加入の個体数と最小直径の個体バイオマスを

かけて，これをバイオマス増分から減じることになる．

アプローチ２は10年以上たって方形区を再調査するよ

うな，調査間隔が長い場合に良く用いられる．しかし，

調査期間が長いと期間内の枯死個体の評価が難しく，特

に大径木個体が死んだ場合には期間内の成長量が考慮で

きないのでバイオマス増分は過小評価となる．

2.b-3.2.1.2 地上部の損失量

植物に新しいバイオマスが蓄積するのに加えて，期間

内に生産された有機物の一部は枯れたり食べられたりし

て失われていく．このような損失には葉や花，実，生物

起源の揮発性有機物，根から浸出する有機物など様々な

ものがある．地上部のNPP の推定にはこれらの損失分

の評価が必要である．

2.b-3.2.1.2.1 リターフォール

植物器官の一部（葉や花，小枝など）は寿命が短いの

122 森林生態系の純一次生産量

図3：高山サイトでの永久方形区内におけるDBH5cm以上のすべての幹の成長調査の例．2001年から2003年までの３年間の調
査を，前年のDBH（cm）と一年間の直径成長量（cm yr ）の相関として示している．

図4：永久方形区を用いた２回以上の調査による，地上部の林分増加量を計算するための二つの方法．アプローチ１は生きている
すべての個体の追跡に基づいている．アプローチ２はそれぞれの調査期間でのバイオマス測定に基づいているが，期間内に死亡し
た個体と，最小サイズに加入してきた個体の調査が必要である．Clark et alから改訂．



で，調査期間内に生産されたものが，調査終了までの間

に枯死したり脱落したりすることがある．このような枯

死・脱落した植物器官はリターフォールと呼ばれ，一般

的にリタートラップ法を用いて野外で測定される．リ

タートラップとは，面積が1m 程度のネット状のカゴを

方形区内に複数個設置し，主に林冠から落ちてくる細か

なリターフォールをサンプリングするものである．リ

タートラップ内に溜まったリターは，通常月に１度回収

して器官ごとに分けた後，乾燥重量を測定する．

リタートラップを使って推定すべきものは，測定期間

内に作られた有機物の枯死・脱落量であるが，実際には

その推定は難しい．完全な落葉樹林の場合には，調査期

間を一年間とすれば，期間内に新しく生産された葉は測

定期間中に必ず枯れ落ちるので，リタートラップにより

得られた葉の損失量は年間の葉の生産量と等しい．一方

で常緑樹の場合には，リタートラップによる年間の葉の

枯死・脱落量は測定期間とそれ以前の生産を含んでいる

が，両者を区別することは現実的には難しい．測定期間

前と測定期間後の生きている樹木の葉量の差異は，測定

期間中における新しい葉の生産と，新しい葉と古い葉の

損失の結果である．従って，葉の量が定常状態であると

仮定したマスバランスによって，年間の枯死・脱落量を

そのままNPP に含める場合が多い．

一方で，枝などの木質リターの扱いも難しい．一般的

には，木質リターは測定期間以前の生産物である場合が

多いので，リタートラップからは除くべきである．しか

し，かなりの木質リターが測定期間内に脱落し，相対成

長関係式がそのような脱落を含んだ代表的なサンプル木

で作成されているとすれば，このような脱落量を測定期

間後のバイオマスに加えないと成長量が過小評価にな

る．この場合，比較的大きな枝の脱落量は空間的に非常

に不均一である場合が多いので，リタートラップ法だけ

では精度良い推定は難しい．そこで，方形区内に数m四

方程度の面積をいくつか区切り，いったんきれいに枝を

取り払った後に，そこに新しく落ちてきた枝をきれいに

回収する方法（枝トラップ法）が併用される．このよう

な枝の枯死・脱落は，空間的な不均質性だけでなく年変

動も大きいので，野外では５－10年程度の平均値を補正

値として用いるべきである．

図５はアカマツ林でのリタートラップによる細かなリ

ターフォール量（a）と，枝トラップによる木質リター量

（b）を示したものである．アカマツは常緑樹であるが，

落葉期は秋にあって，ほとんどの葉が10月に落葉する．

また雪の影響などで冬の間に小枝や樹皮などの多くの木

質リターが落ちることがわかっており，冬季の間のリ

ター量も無視できない．また，枯死・脱落量の推定精度

はリタートラップ間の分散が大きい場合には，リタート

ラップの数にも大きく影響を受ける．リタートラップの

数の問題を評価した研究は少ないが，理想的には分散の

定量的評価のための予備調査を基にして，そのサイトで

必要なトラップ数を決定する必要があるだろう．ただし

閉鎖した林分内では６－７個以上あれば十分という意見

もある ．また枝トラップの小区画の合計面積は，少なく

とも調査林分の面積の10％を超えることが望ましいと

される ．

2.b-3.2.1.2.2 その他の損失

地上部の生産量は消費者によってかなりの損失を被る

場合があるが，森林生態系のNPP の推定において，消

費者による被食量を考慮したものは比較的少ない．これ

は，健全な森林では消費者による捕食は比較的小さいと

考えられているからである ．しかし，調査が長期的に

なると昆虫の大発生などが起こる場合があり，今後検討

していかなければならない課題である．生物起源の揮発

性有機物や地上部の植物体からの溶脱をNPP に組み

込んでいる研究はさらに少ない．これらについては，野

外での定量的な測定手法についてはほとんど検討されて

いない．

2.b-3.2.2 地下部のNPP

森林における地下部のNPP は手法的な難しさのた

めに，いまだに残された課題が非常に多く，その理解が
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図5：リタートラップ法による細かなリター（a）と，林床に
設置した枝トラップ法による木質リター（b）の１年間の枯
死・脱落量を示す．両者共に基本的に月に一度回収している
が，積雪の影響によりリタートラップでは12月～３月までの
４ヶ月分を，枝トラップでは12月～４月までの５ヶ月分をま
とめて回収している．



進んでいない．図1bにあるように，地下部のNPP はい

くつかの構成要素からなるが，現状では便宜的に樹木の

根を太根と細根に区別する必要がある．両者は生物学的

な活性が異なり，特に根の成長と枯死によって起こる

ターンオーバータイムも大きく異なるからである．ただ

し，細根の定義は直径2mm以下，5mm以下など，対象

とする林分の組成や研究手法などによって異なる ．

2.b-3.2.2.1 太根の純生産量

仕事量としては非常に大変だが，サンプル木の太根を

掘り出すことによって，樹木の胸高直径と太根の乾燥重

量は相対成長関係式で示せる場合が多い（図2b）．この相

対成長関係式を用いれば，永久方形区を用いた２回以上

の毎木調査による成長と生残の調査によって，地上部バ

イオマスのアプローチと同様に太根のNPP（枯死量と

純増加量）を推定することが出来る．

Clark et al.は，この方法の問題点として，一般的に

太根に分類される根の中でも比較的細い根（２－10mm

程度の根）の生産量が，相対成長関係式では評価されな

い点を述べている．相対成長式を作るための根のサンプ

リングは重機などを用いて行う場合も多く，不完全なサ

ンプリングや物理的な破壊によって２－10mm程度の

根は失われて，太根の乾燥重量には含まれないからであ

る．

2.b-3.2.2.2 細根の純生産量

細根NPPの測定のためには，NPP の他の構成要素

と同様に，測定期間内の細根の純増加量と，期間内の枯

死量を評価する必要がある．生態系レベルでの細根

NPPは，野外での森林NPP の推定において，現在残さ

れている課題のうちで最重要なものの一つであろう ．

生態系レベルでの森林の細根純生産量の測定手法は

Vogt et al. にまとめられており，間接的な手法と野外

で直接的に根を測定する手法がある．間接的な手法とし

ては，生態系の土壌呼吸量を測定することによって，炭

素のマスバランス（従属栄養生物による土壌圏炭素

（SOM）の分解呼吸量とSOMへの植物からの炭素の供

給量とが等しいと仮定する）から地下部のNPPを推定

する方法が良く用いられている ．しかし，土壌呼吸にお

ける根の呼吸量の割合の推定が難しく，またSOMが定

常状態であるという仮定に問題がある場合も多い ．

直接的な方法としては，コアを用いて野外で細根をサ

ンプリングする方法が従来から用いられてきた．これに

は，月に一度など定期的に土壌中からコアをサンプリン

グして細根量の変化を推定する連続コアサンプリング法

と，ネット状のコアを土壌に空けた穴に埋めて，その中

に伸張してくる細根を定量化するイングロウスコア法が

知られている ．しかしながら，細根の量と分布の時間

的・空間的な変動性のために，これらの方法を用いた細

根NPPの推定には不確実性が非常に高い．そのため近

年では，土壌中の細根の動態をカメラを用いて直接的に

観察するミニライゾトロン法によるデータが森林生態系

においても増加してきた ．例えば，高山サイトでは，細

根のバイオマスは1.6tC ha で，樹木バイオマス全体

のわずか２％に過ぎない．しかしミニライゾトロン法で

調べた細根NPPは1.8tC ha y にものぼり，樹木

NPP（5.4tC ha y ）の30％以上の寄与となった．この

ことからも細根NPPは森林のNPP を推定する上で

不可欠であり，その推定方法がNPP の精度に大きく影

響することになる．ミニライゾトロン法を中心とした細

根NPPの野外での研究手法については，里村ら に非

常に詳しくまとめられており，本稿では詳細は触れない．

ミニライゾトロン法は細根NPPの測定手法として標

準的な手法となりつつあるが，機材が高価であること，

画像データの解析に長い時間がかかることなど，いまだ

に問題点もある．また最近の報告では，ミニライゾトロ

ン法の観測開始直後は，土壌撹乱のために細根のターン

オーバタイムを短く評価してしまう傾向があることが報

告されている ．これは，今までの研究結果のほとんど

が，細根NPPを過大評価している可能性を意味する．ま

た，ミニライゾトロン法と比べて， Cや Cなどの炭素

同位体を用いた非破壊的な細根動態の研究ではターン

オーバータイムの推定値が長い傾向があることも知られ

ている ．このように森林生態系の細根NPPについ

ては，その測定手法の標準化を含めて，現在まさに活発

な議論が行われている状況にある．

2.b-3.2.2.3 地下部でのその他の損失量

生きた根から土壌中への浸出物（根圏リゾデポジショ

ン) や，菌根菌への有機物の移動，消費者による根の捕

食など根の枯死以外の地下部での損失量は，森林生態系

のNPP ではほとんど考慮されてこなかった．しかし，

近年の研究では全NPPのかなり大きな部分を占めると

の指摘もある．Norton et al. は，マツの実生において

新しく固定した炭素の菌根菌への再分配量は30％以上

もあることを指摘した．またBekku et al. は，雑草群

落ではあるが根からの浸出量はNPPの３－13％を占め

ると述べている．炭素同位体ラベリングを用いた根茎か

らの炭素の損失量の研究は増えてきているが ，生態系

レベルでの研究のためには，まだ今後の発展が必要であ

る．

2.b-3.2.3 非構造的炭水化物の蓄積

NPPの一部は，非構造的炭水化物の形で樹木の地上
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部や地下部に蓄えられる．この蓄積量の変動はNPPの

推定に大きな影響を与えると考えられているが，森林生

態系において野外でこの問題を扱った研究はまだ見られ

ない．しかし，微気象学的なフラックス測定が行われて

いるサイトでは，炭素のマスバランスから，この蓄積量

が注目されている場合がある．例えば，Shibistova et
 

al. は，マツ林において地上部の樹木生産量は森林全体

のNPPのわずかに25％に過ぎず，渦相関法により推定

したGPPの年変動が樹木の成長量と全く相関が無いこ

とを見出した．彼らは，翌年以降の新しい植物体の生産

に必要な炭水化物の需要によって非構造的炭水化物の蓄

積が増加し，このために当年の樹木成長量とGPPの相

関が無い可能性を指摘している．またGough et al. は，

ミシガン州の落葉混交林において，ある年のNPPは，渦

相関法によるその前年のNEEと相関があることを見出

した．これは，その年に固定した炭素の一部がその年の

成長よりも，むしろ翌年の成長のために蓄積されるから

ではないかと述べている．このようにタワーフラックス

観測と野外でのNPP の測定をリンクさせたデータ解

析によって，非構造的な炭水化物の動態についての知見

が今後増えてくる可能性がある．

2.b-3.3 NPPと森林全体のフラックス測定

とのリンク

1990年代以降，微気象学的な渦相関法を用いた，生態

系と大気の炭素交換（NEE）に関する研究は爆発的に増

加している ．近年ではNEEの年々変動に関する研

究も増加しており ，温帯地域の森林生態系の炭素

シンクとしての機能や，NEPの変動に対するGPPと生

態系呼吸（RE）の寄与などが評価されるようになった．

一方で，NEPは生態系内の二つの生物学的プロセスの

バランス―独立栄養生物の光合成生産（NPP）と従属栄

養生物の呼吸量（Rh)― によって決定されている．森林

生態系では従属栄養生物の分解呼吸（Rh）は主に土壌圏

で起こり，チャンバーシステムを利用した土壌呼吸の測

定が行われてきた ．土壌呼吸の測定手法については，

莫・関川 や木部・鞠子 を参照のこと．野外でのNPP

の推定と合わせて，土壌呼吸の測定によってRhを推定

しNEPを評価する方法は，微気象学的な渦相関法に対

してBiometric法と呼ばれる ．

Biometric NEP＝NPP－Rh (3)

上述したように，森林NPPの推定には必ずしも十分

な精度が補償されていない．多くのフラックスの中の一

つの変化（例えば細根の枯死量）でもbiometric NEPの

推定に大きな誤差をもたらす．また土壌呼吸によるRh

の推定は，１)根の呼吸量の推定が難しい，２)森林に

多く見られる倒木などの大型木質リター（CWD）の呼吸

量を含んでいない，３)地形的なスケールアップの問題

などにより，これも十分な精度が得られているとは言い

がたい．しかし，渦相関法による推定にもいまだに多く

の問題があり（2.b-4.参照），これらの二つの手法の比較

はクロスチェックのために非常に重要である．近年に

なって，渦相関法とbiometric法によるNEPの比較に

ついて先駆的な研究がいくつかある ．

Ohtsuka et al. は，５年間（1999－2003）の平均値

として高山サイトでのbiometric NEPを推定した（図

6）．地下部の太根のNPPと地上部幹枝のNPPは，図4

のアプローチから計算し，細根NPPを含めた樹木NPP

は5.4tC ha y と推定された．また高山サイトでは林

床が密なササ群落に覆われており，その林床ササNPP

が1.1tC ha y と推定された ．高山サイトでは，土壌

呼吸の連続測定も行われており ，地形補正を行った年

間土壌呼吸量が7.1tC ha y ，CWD分解を含めたRh

は4.4tC ha y と推定された．これらの結果から
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図6：高山サイトでの炭素循環のコンパートメントモデル．
□は生態系内の炭素プールを示し，１年間の収支を数値で示
している（1999年から2003年までの５年間の平均値）．矢印
は各プール間の炭素フラックスを示し，1ha当たりでの１年
間の移動量を示している．



biometric NEPは2.1tC ha y （5.4＋1.1－4.4）と

なった．Saigusa et al. は，高山サイトで渦相関法によ

るNEPの年変動を報告しているが，同じ５年間の渦相

関法による平均値は2.77tC ha y とbiometric法と

おおよそ近い値になった．NPP の構成要素を，すべて

のサイトで同じように精度良く推定することは，現状で

は非常に難しい．従って単年の推定値でBiometric法と

渦相関法のNEPの絶対値を比較することはあまり意味

が無い．しかしながら，複数年の平均値のBiometric法

と渦相関法の比較は，両方の方法の信頼性を高める結果

となり，生態系のNEPの推定精度を上げるために重要

なテーマである．

一方でNPP の中でも，現状では複数年の平均値とし

てしか評価できない要素と，比較的精度良く年変動をと

らえられる要素があることをきちんと理解することは重

要である．Ohtsuka et al. はbiometric NEPの年変動

を推定するために，NPP の構成要素のうち，年々変動

を比較的精度よく推定できる要素（リタートラップによ

る葉NPPと毎木調査による木部NPP）とそれ以外の主

要な要素（細根NPPやササNPPなど）を区別した．そ

の結果，木部NPPは0.88tC ha y から1.96tC ha

y まで大きな年々変動を示したが（表1），葉NPPと

Rhの変動はこれに比べると小さかった．年間の木部

NPPは渦相関法によるNEPと有意な正の相関を示し

たが，葉NPPとRhはNEPと相関が見られなかった．

このことから，この生態系のNEPの年変動は，独立栄養

生物のNPPの変動（特に木部NPP）に直接的に関連し

ていることを見出した．

このように野外でのNPPの測定のクオリティーコン

トロールに注意すれば，NPP と渦相関法の年変動を直

接的に比較することも可能となる．タワーフラックス観

測サイトでは，土壌呼吸の連続的測定と同時にNPP の

連続的な測定を行うことによって，森林生態系の炭素循

環プロセスの年々変動とそれに対する独立栄養生物と従

属栄養生物の寄与を評価し，炭素循環プロセスが気候変

動にどのように応答するかについての理解を可能にす

る．地球規模での炭素循環の問題がクローズアップされ

る中で，様々な生態系で渦相関法による生態系の炭素交

換量に関する研究が発展してきた．このような中で，精

度の高いNPP を推定することの重要性がますます増

してきている．
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